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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第59期

第３四半期連結
累計期間

第60期
第３四半期連結
累計期間

第59期

会計期間
自2019年４月１日
至2019年12月31日

自2020年４月１日
至2020年12月31日

自2019年４月１日
至2020年３月31日

売上高 （百万円） 23,789 21,334 31,456

経常利益 （百万円） 1,616 1,016 2,150

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,464 416 489

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,346 420 △335

純資産額 （百万円） 51,734 43,089 50,049

総資産額 （百万円） 56,619 48,043 54,996

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 117.66 34.93 39.44

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 117.56 － 39.44

自己資本比率 （％） 90.1 88.3 89.7

 

回次
第59期

第３四半期連結
会計期間

第60期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自2019年10月１日
至2019年12月31日

自2020年10月１日
至2020年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 2.55 25.07

（注）１．　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．　第60期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．　売上高には、消費税等は含んでおりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）の事業内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

　当第３四半期連結累計期間における世界経済は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のワクチンが実用化さ

れたものの、同感染症再拡大の収束は見通せず、依然として先行き不透明な状況が続いております。また、米中対

立の激化により、サプライチェーン分断の懸念が一段と高まっております。米国においては既往の経済対策が個人

消費を下支えするものの、雇用の回復ペースは鈍化傾向にあります。中国においては経済主要統計が回復傾向にあ

り、自動車販売や輸出の回復が顕著である一方、国有企業の社債の債務不履行という課題が顕在化しました。新興

国・地域では新型コロナウイルス感染症の再拡大により、景気回復に足踏み感が見られます。わが国経済は企業収

益の持ち直しを背景に設備投資が回復傾向にあるものの、雇用所得環境の悪化を受け、個人消費の回復は足踏みす

るなど当社を取り巻く環境は予断を許さない状況が続いております。

 

　このような状況の中、当社グループでは、新型コロナウイルス感染症の感染拡大やグローバル競争の激化による

マーケット及びサプライチェーンの変化に迅速に対応してまいります。また、更なる成長を目指すため、新規事業

の創出や既存事業の強化に注力することで企業価値の向上及び株主価値の最大化を目指してまいります。

 

　当第３四半期連結累計期間の売上高は21,334百万円（前年同期比10.3％減）となり、営業利益は1,352百万円

（前年同期比17.8％減）、経常利益は1,016百万円（前年同期比37.1％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益

は416百万円（前年同期比71.6％減）となりました。

 

各セグメントの概況は次のとおりであります。

 

「エンプラ事業」

　世界の自動車生産は新型コロナウイルス感染症の影響による落ち込みから引き続き回復傾向にあり、当社自動車

用部品の販売も好調に推移しました。プリンター用部品は世界的な需要減少により販売は低迷しました。なお、当

該エンプラ事業には、新規分野への先行投資や新事業開発が含まれています。この結果、当第３四半期連結累計期

間の売上高は8,822百万円（前年同期比11.2％減）、セグメント営業損失は744百万円（前年同期は598百万円のセ

グメント営業損失）となりました。

 

「半導体機器事業」

　各種ＩＣテスト用ソケット、バーンインソケットは、当第３四半期連結会計期間において、自動車市場の回復に

よる車載向けの受注や米国顧客を中心としたサーバー向けの需要が回復しましたが、当第３四半期連結累計期間に

おいては、世界的な半導体需要の一服、米中貿易摩擦の激化の影響を受け、モバイル向けやサーバー向けを中心に

販売は減少しました。この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は9,504百万円（前年同期比11.4％減）、セ

グメント営業利益は1,186百万円（前年同期比30.9％減）となりました。

 

「オプト事業」

　光通信関連の光学デバイスは、５Ｇなどの次世代高速通信用途の引合いが引き続き増加傾向にあり、ハイエンド

やミドルエンド製品の販売が好調に推移しました。ＬＥＤ用拡散レンズは、新型コロナウイルス感染症感染拡大に

伴う巣ごもり需要により一部回復傾向が見られるものの、市場の競争の高まりを受けて販売が減少しました。この

結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は3,007百万円（前年同期比3.8％減）、セグメント営業利益は911百万

円（前年同期比72.7％増）となりました。
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(2）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は48,043百万円となり、前連結会計年度末比6,953百万円の減少と

なりました。流動資産につきましては6,739百万円減少しました。主な変動要因は自己株式の買付を行ったこと等

により現金及び預金で5,733百万円、未収還付法人税等で882百万円、受取手形及び売掛金で242百万円減少し、原

材料及び貯蔵品で133百万円増加したことによるものです。固定資産につきましては213百万円減少しました。これ

は無形固定資産で185百万円、投資その他の資産で63百万円減少し、有形固定資産で35百万円増加したことによる

ものです。

　負債は4,953百万円となり、前連結会計年度末比で6百万円の増加となりました。流動負債につきましては170百

万円減少しました。主な変動要因は賞与引当金で250百万円、未払法人税で117百万円減少し、未払金で251百万円

増加したことによるものです。固定負債につきましては177百万円増加しました。主な変動要因は繰延税金負債で

141百万円、転貸損失引当金で82百万円増加したことによるものです。

　純資産は43,089百万円となり、前連結会計年度末比6,959百万円の減少となりました。主な変動要因は自己株式

の消却を行ったこと等により利益剰余金で7,389百万円、資本剰余金で5,564百万円減少し、自己株式で6,075百万

円増加したことによるものです。その結果、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は88.3％となり、前連結

会計年度末比で1.4ポイント減少しております。

 

(3）事業上及び財務上の優先的に対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

 

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、751百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 62,400,000

計 62,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2020年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2021年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,232,897 13,232,897
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式で

あり、単元株式数は100株で

あります。

計 13,232,897 13,232,897 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2020年11月30日
（注）

△5,000,000 13,232,897 － 8,080 － 2,020

（注）自己株式の消却による減少であります。

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2020年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 2,966,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,254,400 102,544 －

単元未満株式 普通株式 12,497 － －

発行済株式総数  13,232,897 － －

総株主の議決権  － 102,544 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権の数１個）含まれ

ております。

２　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式及び証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ75株及び20株

含まれております。

 

②【自己株式等】

    2020年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社エンプラス

埼玉県川口市並木

２－３０－１
2,966,000 － 2,966,000 22.41

計 ― 2,966,000 － 2,966,000 22.41

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2020年10月１日から2020

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 24,273 18,539

受取手形及び売掛金 7,053 ※１ 6,810

製品 933 905

仕掛品 723 783

原材料及び貯蔵品 1,535 1,669

未収消費税等 691 531

未収還付法人税等 1,113 231

その他 585 696

貸倒引当金 △11 △9

流動資産合計 36,898 30,158

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,896 2,791

機械装置及び運搬具（純額） 1,625 1,542

工具、器具及び備品（純額） 1,225 1,328

土地 6,788 6,777

使用権資産（純額） 704 613

建設仮勘定 497 720

有形固定資産合計 13,737 13,773

無形固定資産   

ソフトウエア 343 277

のれん 221 173

その他 286 214

無形固定資産合計 850 665

投資その他の資産 ※２ 3,509 ※２ 3,445

固定資産合計 18,098 17,884

資産合計 54,996 48,043
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,374 1,319

リース債務 206 173

未払金 701 953

未払費用 557 484

未払法人税等 388 271

賞与引当金 540 289

役員賞与引当金 30 20

転貸損失引当金 － 15

その他 284 385

流動負債合計 4,084 3,913

固定負債   

リース債務 490 466

退職給付に係る負債 68 77

繰延税金負債 168 309

転貸損失引当金 － 82

その他 135 104

固定負債合計 863 1,040

負債合計 4,947 4,953

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,080 8,080

資本剰余金 7,563 1,998

利益剰余金 49,358 41,969

自己株式 △15,436 △9,360

株主資本合計 49,565 42,687

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △7 481

為替換算調整勘定 △210 △742

退職給付に係る調整累計額 △3 △3

その他の包括利益累計額合計 △221 △263

新株予約権 306 286

非支配株主持分 398 380

純資産合計 50,049 43,089

負債純資産合計 54,996 48,043
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

売上高 23,789 21,334

売上原価 13,816 12,755

売上総利益 9,973 8,579

販売費及び一般管理費 8,327 7,226

営業利益 1,645 1,352

営業外収益   

受取利息 143 42

受取配当金 19 18

スクラップ売却益 45 30

固定資産売却益 53 －

補助金収入 － 32

その他 54 52

営業外収益合計 314 178

営業外費用   

為替差損 153 210

固定資産賃貸費用 12 9

持分法による投資損失 142 243

その他 36 49

営業外費用合計 343 513

経常利益 1,616 1,016

特別利益   

固定資産売却益 46 7

投資有価証券売却益 1 151

新株予約権戻入益 1 2

訴訟損失引当金戻入額 380 －

その他 － 8

特別利益合計 430 170

特別損失   

固定資産売却損 13 2

減損損失 40 25

事業再構築費用 - 66

転貸損失引当金繰入額 - 94

その他 0 0

特別損失合計 55 191

税金等調整前四半期純利益 1,991 995

法人税、住民税及び事業税 587 458

法人税等調整額 △125 83

法人税等合計 462 541

四半期純利益 1,529 453

非支配株主に帰属する四半期純利益 65 37

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,464 416

 

EDINET提出書類

株式会社エンプラス(E02390)

四半期報告書

11/23



【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

四半期純利益 1,529 453

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 82 489

為替換算調整勘定 △265 △540

持分法適用会社に対する持分相当額 0 17

その他の包括利益合計 △182 △33

四半期包括利益 1,346 420

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,269 373

非支配株主に係る四半期包括利益 77 46
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　（新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症再拡大の収束は見通せず、先行き不透明な状況が続いているため、将来に関する数値

の合理的な算出は困難ですが、当第３四半期連結会計期間末における当社業績への影響を鑑みても当該感染症によ

る影響は限定的であり、この状況が今後も続くものと仮定して固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性等の会

計上の見積りを行っております。なお、将来における実績値に基づく結果が、これらの見積り及び仮定と異なる可

能性があります。

 

　（訴訟関連）

　当社子会社である株式会社エンプラス ディスプレイ デバイスは、SEOUL SEMICONDUCTOR CO.,LTD. （大韓民国

京畿道安山市）から、韓国の公正取引法上の不公正取引行為または民法上の不法行為を理由として、損害の賠償を

求める訴訟の提起を受けておりましたが、2018年10月25日、韓国ソウル中央地方法院において、SEOUL

SEMICONDUCTOR CO.,LTD.の請求を棄却する旨の判決の言い渡しがありました。当該判決を受け、同年11月16日付で

SEOUL SEMICONDUCTOR CO.,LTD.より、控訴の提起を受けました。2019年８月22日、韓国ソウル高等法院において、

SEOUL SEMICONDUCTOR CO.,LTD.の控訴請求を棄却する旨の判決の言い渡しがありました。以上の結果、一審・二審

ともSEOUL SEMICONDUCTOR CO.,LTD.の請求は棄却されました。当該判決を受け、同年９月11日にSEOUL

SEMICONDUCTOR CO.,LTD.より、上告の提起を受けました。同年11月以降、双方ともに書面を韓国の大法院に提出し

ており、大法院において審議継続中であります。

 

　（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）

　当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設さ

れたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目に

ついては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報

告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前

の税法の規定に基づいております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が当四

半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度
（2020年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2020年12月31日）

受取手形 －百万円 27百万円
 
 

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度
（2020年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2020年12月31日）

投資その他の資産 21百万円 21百万円

 

　３　当社は資金調達の効率化を図るため、複数の取引銀行と当座貸越契約を締結しています。

　　　これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2020年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2020年12月31日）

当座貸越極度額 3,000百万円 8,000百万円

借入実行残高 － －

差引額 3,000 8,000

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年12月31日）

減価償却費 1,794百万円 1,762百万円

のれんの償却額 208 37
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2019年４月１日　至2019年12月31日）

１.配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年５月30日

取締役会
普通株式 191 15.0 2019年３月31日 2019年５月31日 利益剰余金

2019年10月30日

取締役会
普通株式 184 15.0 2019年９月30日 2019年12月２日 利益剰余金

 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2019年１月４日及び2019年４月26日開催の取締役会決議に基づき、自己株式428,200株の取得を行いまし

た。この結果、当第３四半期連結累計期間において自己株式が1,332百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末に

おいて自己株式が15,437百万円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2020年４月１日　至2020年12月31日）

１.配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年５月29日

取締役会
普通株式 184 15.0 2020年３月31日 2020年６月11日 利益剰余金

2020年10月29日

取締役会
普通株式 181 15.0 2020年９月30日 2020年12月１日 利益剰余金

 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

①自己株式の取得

　当社は、2020年５月29日、８月17日、11月16日、11月30日及び12月10日開催の取締役会決議に基づき、自己株式

2,082,600株の取得を行いました。この結果、当第３四半期連結累計期間において自己株式が7,010百万円増加してお

ります。

 

②自己株式の消却

　当社は、2020年11月16日開催の取締役会決議に基づき、2020年11月30日付で、自己株式5,000,000株の消却を実施

いたしました。この結果、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金が5,564百万円、利益剰余金が7,469百万

円、自己株式が13,034百万円減少しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2019年４月１日　至2019年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：百万円)

 エンプラ事業 半導体機器事業 オプト事業 合計

売上高     

外部顧客への売上高 9,930 10,730 3,128 23,789

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － －

計 9,930 10,730 3,128 23,789

セグメント利益又は損失（△） △598 1,717 527 1,645

　(注)セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書上の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「エンプラ事業」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を計上しております。なお、当該減損損失

の計上額は、当第３四半期連結累計期間において22百万円であります。

「オプト事業」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を計上しております。なお、当該減損損失の

計上額は、当第３四半期連結累計期間において18百万円であります。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2020年４月１日　至2020年12月31日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：百万円)

 エンプラ事業 半導体機器事業 オプト事業 合計

売上高     

外部顧客への売上高 8,822 9,504 3,007 21,334

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － －

計 8,822 9,504 3,007 21,334

セグメント利益又は損失（△） △744 1,186 911 1,352

　(注)セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書上の営業利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 117円66銭 34円93銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
1,464 416

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属

する四半期純利益金額（百万円）
1,464 416

普通株式の期中平均株式数（株） 12,444,865 11,927,252

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額
117円56銭 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期

純利益調整額（百万円）
－ －

普通株式増加数（株） 10,669 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり四半期純利益金額の算定

に含めなかった潜在株式で、前連結会計

年度末から重要な変動があったものの概

要

－ －

（注）当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

(自己株式の取得)

　当社は、2020年12月10日の取締役会において決議した、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づく自己株式の取得について、以下のとおり実施しました。なお、上記決議に基づく自己株

式の取得は終了しました。

１．2020年12月10日の取締役会における決議内容

(１)取得する株式の種類

　当社普通株式

(２)取得する株式の総額

　1,500,000株(上限)

(３)株式の取得価額の総額

　5,250百万円(上限)

(４)取得期間

　2020年12月11日～2021年３月31日

 

２．2021年１月１日以降に取得した自己株式の内容

(１)取得した株式の種類

　当社普通株式

(２)取得株式数

　459,200株

(３)取得総額

　1,903百万円

(４)取得期間

　2021年１月１日～2021年１月20日

(５)取得方法

　東京証券取引所における市場買付

 

３．上記取締役会決議に基づき取得した自己株式の累計

(１)取得株式数

　1,249,300株

(２)取得総額

　5,249百万円

 

 

(自己株式の取得)

　当社は、2021年１月27日の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156

条の規定に基づき、以下のとおり自己株式の取得について決議し、１月28日より取得を実施しております。

１.自己株式の取得の理由

　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため。

 

２.取得に係る事項の内容

(１)取得する株式の種類

　当社普通株式

(２)取得する株式の総額

　1,250,000株(上限)

(発行済株式総数(自己株式を除く)に対する割合　12.75％)

(３)株式の取得価額の総額

　5,000百万円(上限)

(４)自己株式取得の期間

　2021年１月28日～2021年３月31日

(５)取得方法

　東京証券取引所における市場買付及び立会外買付取引(ToSTNeT-3)による買付
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３.2021年１月31日現在における取得状況

(１)取得した株式の種類

　当社普通株式

(２)取得株式数

　407,600株

(３)取得総額

　1,683百万円

(４)取得期間

　2021年１月28日～2021年１月29日

(５)取得方法

　東京証券取引所における市場買付及び立会外買付取引(ToSTNeT-3)による買付

 

 

(早期希望退職優遇制度の実施について)

　当社は、2021年２月２日の経営戦略会議において、以下のとおり早期希望退職優遇制度を決議しました。

１．早期希望退職優遇制度を実施する理由

　当社は、社会環境の変化が加速し、働き方に関する価値観も多様化する中で、社員の多様なライフプランを支援す

る為、早期希望退職優遇制度の実施を決定しました。

 

２．早期希望退職優遇制度の概要

(１)対象者

　2021年３月31日時点で40歳以上57歳以下の国内勤務の管理職を除く正社員および2021年３月31日時点で58歳以上の

正社員・嘱託契約社員

(２)募集人員

　特に定めない

(３)募集期間

　2021年２月16日～2021年３月５日

(４)退職日

　2021年３月31日（予定）

(５)優遇措置

　特別加算金を支給する。希望者に対しては再就職支援を行う。

 

３．今後の見通し

　本制度の実施に伴い発生する特別加算金等の費用につきましては、2021年３月期決算において特別損失に計上する

予定です。業績への影響につきましては、応募者数及びその内訳が不透明であり、提出日現在において合理的に算出

することは困難であります。

 

 

（資金の借入）

　当社は、株式会社みずほ銀行及び株式会社埼玉りそな銀行との当座貸越契約に基づき、以下のとおり借入を実行し

ました。

(１)資金使途

　機動的な資本政策の継続により、短期的に見込まれる資金需要に備えるため。

(２)借入実行日

　2021年２月１日

(３)借入先

　株式会社みずほ銀行、株式会社埼玉りそな銀行

(４)借入金額

　総額3,000百万円

(５)金利

　基準金利＋スプレッド

(６)返済予定時期

　2021年３月31日

(７)担保・保証の有無

　無
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２【その他】

（１）剰余金の配当

2020年10月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 

(イ）配当金の総額………………………………………181百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………15円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2020年12月１日

 

　（注）　2020年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。

 

（２）訴訟

四半期連結財務諸表の「注記事項（追加情報）」に記載のとおりであります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2021年２月８日

株式会社エンプラス
 

取締役会　御中
 

有限責任監査法人　トーマツ
 

東 京 事 務 所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 芳　　賀　　保　　彦　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大　　橋　　武　　尚　　㊞

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エンプ
ラスの2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2020年10月１日から2020年12
月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな
わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを
行った。
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エンプラス及び連結子会社の2020年12月31日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な
点において認められなかった。
 
監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ
た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入
手したと判断している。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続
企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期
連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ
ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施
される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう
か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半
期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切で
ない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論
は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存
続できなくなる可能性がある。
　・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作
成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務
諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ
る事項が認められないかどうかを評価する。
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　・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監
査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査
人の結論に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事
項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて
いる場合はその内容について報告を行う。
 
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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